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１――――――経過

この計画は当初横浜国際港都建設総合計画＜昭和

41年５月発表＞策定にあたって，まず根岸湾海面

第２期＜イ，ロ，ハ地区＞の完成を早めるととも

に金沢地先に都心再開発用地としての埋立地を造

成し，土地利用の強化，公害防止などをはかるた

めに市内に散在する工場を組織化させて収容する

ことを目的として計画の中に組み入れられたもの

で，これにそって金沢地区埋立事業準備費＜昭和

42年度予算＞として富岡町地先地質調査をするた

めの予算が計上されたものであり，次いで逐年横

浜東南部マイラー図作成，富岡町地先土質調査，

富岡町地先水際線境界測量等を行なってきた。

したがってこの事業の計画は数年前からされてい

たのだが，なんと言っても埋立事業に要する費用

が莫大にかかるうえに従来の工場誘致の埋立地造

成と異なり都心再開発用地造成のため，分譲土地

代金の予納形式はとれず，工事費はすべて事前調

達をしなければならないのでその財源確保に種々

苦労をし事業の決定は思うように進まなかった。

そうこうするうちに民間会社数社が金沢地先に漁

業権を有する富岡，柴，金沢,3漁業協同組合に

対して埋立造成の同意を得べく内々に働きかけを

しているとの情報が入ったので，その実情を調査

したところ，確かにその動きのあることがわかっ

た。もし会社が埋立造成をした場合，本市が計画

した都心再開発は無になり50年,100年先を考慮

した横浜市の住みよい町づくりは水泡に帰してし

まうので，財源獲得に一層の努力をした。

幸いにしてドイツマルクの導入に成功したので，

ここに金沢地先埋立事業として十分な検討を加

え，議会の議決＜昭和43年７月＞を得て金沢地区

埋立事業準備から本格的な事業の実施段階に入っ

た。

以下事業の概要について説明する。



２―――――事業の概要

１・目的

都市の過密化による急激な人口増に対処し，接収

地の部分的な解除のために都市計画が思うように

できなかった多年の都市問題の解決を図るため，

計画的に秩序と調和のとれた都市づくりを進めて

市民の誰もがよろこんで生活のできるすぐれた環

境におく施策として都市再開発の構想に基づいて

金沢地先埋立事業を実施するものである。

現在までの人口累増は，自然発生的な市街化をも

たらして，都心部は商店，住宅，工場が無秩序に

混在してしまい，それぞれの発育が阻害をうけ，

都心機能弱体化の傾向をたどっており，そのうえ

モータリゼーションは交通のゆきずまりを生じ，

交通公害は増加し，人間優先か自動車優先か錯覚

をおこすような状態で，一層生活環境の悪化を生

じ，企業能率も低下している。このまま推移すれ

ば横浜市は都市のスプロールに巻き込まれてしま

う。そこでこのスプロ'―ル化を防止するのではな

く，これを積極的に解消するため，このような都

心部を業務地区や商業，住宅地域として理想的な

形に配置換えをするとともに，都市施設を合理的

に配置して商，工，住の混在をなくし，仕事のし

よい，住みよい，繁盛する都市にするための都心

再開発を行なう必要を生じた。

この都心再開発対象地域内に散在する工場数は，

大小合わせて約2,000社，その面積は約300万平

方メートルにおよび,この約６割に相当するもの

が移転を必要とすると推定される。このため埋立

地を造成してこれら移転を必要とする工場等の移

転可能なものをできるだけ移転させて，その跡地

を有効利用するものである。そして埋立地には理

想的な工場地帯にあわせ工場等で働く職員の専用

住宅地帯を設け，住宅難，交通地獄等による労働

力の充足に役立てることとし，また，市民の住宅

難にもこたえるため一般住宅地帯を建設すること

とした。

また埋立地には，根岸湾埋立，本牧埋立等によっ

て市民の海に親しむ海岸線は逐次姿を消し，いま

また最後に残った金沢地先海岸も時代の波にその

容貌を変えなければならなくなったので，市民の

いこいの場として自然美をたたえた海の公園をそ

の中に設置することとして理想的な工場地帯，住

宅地帯と合わせて金沢地先海面約660万平方メー

トルの埋立を実施することとした。

この埋立事業は前進する横浜の原動力でめり，将

来の市の骨格ともなる六大事業のうち最も重要な

事業で，他の五大事業，高速鉄道＜地下鉄＞建

設，高速道路網建設，港北ニュータウン建設，都

心部再開発，ベイブリッジ建設の中核をなすもの

である。事業の完成によって造成地で生活する市

民の足と海の公園にいこいの場として集まる人々

の足として高速鉄道の必要性を生じ，工場用地と

住宅用地を区分する50メートル道路は，東京湾湾

岸道路の一環としての有効利用につながるととも

に，高速道路網建設の一役をにない，海の公園の

造成による観光資源の開発は，市内観光の一つと

しての港北ニュータウンにスポットがあてられ，

観光地としてもその建設効果を十分に発揮するこ

ととなる。都心部再開発については，その代替地

として造成地が大きな役割を果たすことは言うま

でもない。

この事業の埋立予定海面には，富岡漁業協同組合

＜72世帯＞，柴漁業協同組合＜167世帯＞，金沢

漁業協同組合＜169世帯＞が漁業権をもって，の

り，貝の養殖を始め，底曳き網，さし網，一本づ

り等の漁業により生活を営んでいる。

また，この地区には漁港法による富岡，柴，金沢

の３つの漁港，厚生省の横浜検疫所長浜措置場，

米軍貯油施設等がある。
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２・実施計画

本事業の対象区域とは，金沢区富岡町から乙艫町

に至る延長約7,000メートルの地先海面である。

この面積は約660万平方メートル＜200万坪＞，

これは西区の629万平方メートルより大きい面積

である。護岸延長は約8,000メートル，埋立に必

要な土量は6,000万立方メートルである。

本事業は昭和43年度から昭和47年度までの５ヶ年

継続事業で行ない，根岸湾側のハ地区隣接地よ

り，富岡川の水路護岸まで，約200万平方メート

ルを１号地として分割施工をすることとした。

これは次の理由によるものである。

ア分割施工は，事業の経済性を確保することが

できる。

イ分割施工は，災害防止の利点があり,万一被

災した場合にも被害を最少限に止めることができ

る。

ウこの分割施工により早期着工が可能である。

この地区には厚生省の横浜検疫所長浜措置場，米

軍貯油施設等があって，これらの解決には相当の

日時を要すので，これを待って着エナるとすれば

早期着工は困難になる。したがって，まずこれを

はずして分割施工することによって早期着工が可

能となる。そして１号地の工事施工中，これらの

問題を解決して逐次施工することとしたものであ

る。

３・利用計画

ア利用区分

埋立面積約660万平方メートル＜約200万坪＞

内訳

・都市再開発用地約430万平方メートルく約

130万坪＞

・住宅用地約100万平方メートル＜約30万坪＞

・海の公園用地約65万平方メートルく約20万

坪＞
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・公共用地約65万平方メートル＜約20万坪＞

イ利用内訳

（ア）都市再開発用地

都心部に散在する約2,000社以上の工場のうち

・都市機能上の障害となるもの

・集中協業化による効果の大きいもの

・金沢木材港の高度利用を図るもの

・その他都心にふさわしくないもの等を移転する

ための用地とするものである。

なお，この地域に必要な公共施設等をも整備し，

各社協同による公害防除施設を設置して公害のな

い魅力のある工場地帯とする。

その他金沢区内の水洗化をはかる下水処理場を，

また，鉄道，トラックターミナル等も設置する。

（ｲ）住宅用地

造成住宅地に隣接する背後地区の強化，都心施設

整備のため移転を必要とする住宅並びに臨海工場

従業員の住宅用地を確保し，あわせて一般公共住

宅をも考えることとしている。

計画人口は約17,000人～20,000人。

（ウ）海の公園用地

都市の過密化に伴う市民生活阻害の解消と市民の

要望にこたえるため，金沢地先埋立地の一部に海

の公園及びレクリエーション施設等を設置して市

民が海に親しむことのできるいこいの場所とする

とともに，港湾から始まって工業をとり入れ，我

が国三大都市の仲間入引こまで発展した横浜市の

観光資源開発のために，港に着く観光団，各都市

から本市を訪れる人々の足をとどめるような観光

要素も十分にとり入れ，美しい自然をくみ入れた

場所ともするものである。この海の公園は既存の

野島公園を含めて構想をたてつつあるが，この公

園には，海底開発まで言われている時代でもある

ので，進んだ科学技術を導入して十分に海を味わ

える施設を設置したいと考えている。海水浴場，

釣舟センター，のり，魚貝類の観光的養殖，海女



のあわび，真珠取り，水族館，各種の貸船，遊覧

船基地，ヨットハ－バー等の建設，高速道路，高

速鉄道の海中通過，海中遊歩道等可能なものはど

んどん検討していきたいと考えている。幸い，金

沢地先の海を生活の場としていて海の仕事に自信

をもっている漁業協同組合の漁民の方々の協力が

あるので，この施設に必要な経験者の確保は容易

に得られるものと思われ，また健設資金も民間資

本の活用等も考えられる。

（エ）公共用地

工業地区と住宅地区の境界に幅員50メートルの幹

線道路を設け，根岸湾臨海工業地帯の産業道路と

結んで国道16号線のバイパスとし，将来は東京湾

湾岸道路の一環として首都圏内主要都市と連絡

し，首都圏内における本市の港湾，工業，観光，

住宅都市としての流通機能を十分に発揮しうるよ

うにする。

また，区画割及び連絡路として幅員15～20メート

ルの主要道路及び埋立地内に緑を与えるための公

園，グリーンベルト，学校等を設けることとす

る。

４・資金計画

この事業は，これまでの主として大企業を誘致す

る土地の造成とは著しくその性格を異にするもの

であるから，事業資金の調達についても，従来の

ように予納金等の前受収入を見込むことはできな

い。

したがって昭和43年度から昭和47年度までの総事

業費＜付帯設備費は含まない＞412億8,910万余円

のうち，先行投資となる288億円は起債によって

調達し，残額は逐次完成埋立地の売却代金をもっ

てまかなうこととしている。

なお，この起債の各年度別発行の予定額は，昭和

43年度90億円，昭和豺年度90億円，昭和45年度90

億円，昭和46年度18億円となる見込みで，多額な

ために国内債ではまかないきれないため外貨債を

考え，すでに昭和43年度及び昭和44年度分につい

てはマルク債によりそれぞれ１億ドイツマルク

＜98億円＞の起債を行なった。

５・漁業補償の交渉経過

金沢地先を埋立てるためには港湾を管理している

港湾管理者と，神奈川県知事の許可を必要とす

る。この許可を得るための申請には，この水面で

権利をもって仕事をしている者の同意を得なけれ

ばならないこととなっている。

したがって，この同意を得るためには権利に対す

る補償が必然的におきてくる。そこでこの水面で

区画漁業権，共同漁業権の許可を得て漁業を営ん

でいる富岡漁業協同組合，柴漁業協同組合，金沢

漁業協同組合と同意を得るための補償交渉がもた

れることとなった。

３漁業協同組合の概況は，別表のとおり。

昭和43年７月25日横浜市議会の議決を得，金沢地

先埋立事業の決定をみたので，翌26日３組合役員

に対して事業計画の説明をし，引続いて漁業関係

機関＜県水産課，県漁業調整委員会，県漁連，県

信漁連，内湾漁業振興協議会，県漁業指導協会＞

に協力方を依頼した。

次いで３組合役員に具体的な補償方針の説明を行

ない，交渉体制を固めるよう要請したが,9月に

入り３組合毎に総会が開かれ，3組合合同会議の

結果埋立反対の３組合連名による文書が市に対し

て提出された。そこで本市としても極力この事業

の必要性と将来の内湾漁業の見通し等について説

得を重ね，3漁業協同組合の全組合員が出席し

て「市長から話しを聞く会」を開催することとな

り，11月市長から全組合員にこの事業についての

詳細説明がなされ，協力依頼をされた。この市長
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からの依頼に対して，富岡漁業協同組合並びに金

沢漁業協同組合の２組合は12月に交渉委員を選出

し，補償交渉の場にのぼったが，柴漁業協同組合

は交渉委員の選出が遅れ，話し合いは難航した。

本市としても３漁業協同組合が共同漁業権をもっ

ているために１つの組合でも残しての妥結はでき

ないので，全力をあげて柴漁業協同組合の体制作

りに当った。幸い市長の再度の柴漁業協同組合全

組合員に対する説得によって昭和44年12月対策委

員としての委員が選出され，ここに３漁業協同組

合の漁業補償交渉体制が整い，具体的な交渉に入

った。そして昭和45年２月３漁業組合とも大綱の

妥結に達し，組合総会において埋立の同意が議決

され，本市との漁業補償に関する覚書が交換され

た。

しかしながら残存漁場の高度利用と工事工程との

からみ，組合員の転業対策等，その解決をみなけ

れば工事着工はできないので，その詳細について

の協定のため引続いて交渉がもたれていたが，3

組合とも５月が組合役員の改選時期にあたり，改

選と改選後の交渉委員再編成のできるまで，正式

交渉はしばらく中断せざるを得なくなった。

富岡漁業協同組合については，役員の大きな変動

はなかったが，柴漁業協同組合については，組合

長が替わり交渉委員の編成に相当の日時を要し，

６月下旬になって交渉委員の選出を完了した。そ

の後富岡，柴漁業協同組合とは交渉が急速に進み

工事工程，残存漁場の利用等について協議した結

果，富岡漁業協同組合は９月17日３組合共通事項

＜埋立地譲渡，交渉経費，職員退職金等＞を除き

詳細協議が成立，9月19日に内金の支払いを行な

った。一方柴漁業協同組合とは，残存漁場の利

用，転業対策等の問題を中心に話し合いが進めら

れ，11月４日３組合共通事項を除き詳細協議が成

立，11月13日に内金の支払いを行なった。他方金

沢漁業協同組合においては一部の組合員が補償金
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額に不満を示し，そのうえ本市との大綱妥結直後

住友重工のドック建設に伴う補償金の問題が起り

加えて最近の汚水問題により組合運営に支障をき

たすなど，本市との詳細協定の話し合いがなかな

か進展しない状態にあったが，富岡漁業協同組合

及び柴漁業協同組合との詳細協議がまとまり，内

金支払いが行なわれたことから，金沢漁業協同組

合の組合員の相当数が補償金の早期受領を強く希

望しはじめたため，組合役員も急きよ市との話し

合いをまとめる意向を示し，11月18日の市長との

会見を機に内部の意見調整に乗り出し，同月19日

組合の委員会において「今後の市との交渉は役員

に一任する」との結論が出されたので，市との交

渉が再開され，漁業組合から早期妥結の希望が強

く出されたので，間もなく詳細協議がととのうも

のと思われる。

したがって金沢地先埋立事業も昭和45年12月にお

いて，準備完了となる。

金沢地先埋立事業は，横浜市都市問題の解決を図

る最後の代替用地の造成事業であるので，事業の

進展と並行して各種行政計画を進めなければなら

ない。まず漁業協同組合の協力によって，この事

業が成り立つ関係から，先祖伝来海で生活を営ん

でいた漁民の生活再建の指導には十分意を用いる

ことが大切であって，そのために横浜市漁業問題

対策審議会条例を制定し，農政局に転業対策室を

設けて埋立事業局と一体となり，漁民の今後の生

活について不安のないよう鋭意努力をしている。

今回の埋立造成は従来の工場誘致のためではな

く，都心再開発を目的としているので，造成地背

後の整理はもちろん，都心部における生活環境整

備のために理想的な新しい町づくりを推進しなけ

ればならない。それには造成地の町づくりについ

て，再開発用地にはどんな種類の工場をどの辺に

移設したらよいか，公害防除の方法はどうか，公



共設備はどうあるべきか，住宅用地については学

校，消防，警察等をどうあてはめていくか，道路

網についてはどのようにしたら利用価値があるか

など，また都心部については，工場等移転後環境

の良い新しい町づくりの都市計画をどのような形

にしたらよいかを都心部並びに金沢地区の広大な

地域が再開発対象になる関係上，市民の意見も

「市長への手紙」「市民の声」によって数多く寄

せられているので，これら建設的な意見も十分汲

み入れながら早急に検討し，決めなければならな

い。

そのため本市では金沢地先埋立事業による市街地

の工場移転と，その跡地利用について基本方針を

定め，これに関連する事業として漁民転業対策事

業，工場等移転事業，跡地利用事業,再開発事業，

公害防止事業，基幹都市施設整備事業を策定し

て，関係各局が一丸となってプロジェクトチーム

の偉力を最高に発揮し，よりよい環境のだれでも

住みたくなる都市再開発のために鋭意努力を重ね

ている。＜昭和45年12月記＞

＜埋立事業局管理部長＞

編集部から――金沢地先埋立事業は本年く昭和46

年＞３月15日に起工式を開催，本格的工事に着手

することになった。
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